様式第5号(2)（R6.12.17）
（　　　枚中　　　枚目）
産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース） 出向に関する証明書（出向先事業主）
○　出向の実施内容
	No.
	①

出向労働者氏名
	②

出向開始年月日

(　　年　月　　日)
	③

出向終了年月日

(　　年　月　　日)
	④

出向元事業所の事業主が、支給対象期間における出向労働者の賃金として支払った額(c)
	⑤

④のうち出向先事業所の事業主が補助した額

(d)
	⑥

④のうち出向元事業所の事業主が負担した額

(e)
	⑦

⑤の補助年月日

(　　年　月　　日)

	
	
	　 ．   ．
	　 ．   ．
	円
	円
	円
	　 ．   ．

	
	
	　 ．   ．
	　 ．   ．
	円
	円
	円
	　 ．   ．

	
	
	　 ．   ．
	　 ．   ．
	円
	円
	円
	　 ．   ．

	
	
	　 ．   ．
	　 ．   ．
	円
	円
	円
	　 ．   ．

	
	
	　 ．   ．
	　 ．   ．
	円
	円
	円
	　 ．   ．

	
	合　　計
	
	
	円
	円
	円
	


（１）上記出向者の出向開始日の前日から起算して６か月前の日から、支給対象期間の末日までの間に出向労働者の受入れに際して、自ら雇用する雇用保険被保険者を解雇等（退職勧奨を含む）したことが　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　ある　・　ない　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（有の場合はその理由）

（2）自ら雇用する雇用保険被保険者について、支給対象期間中に助成金、補助金、委託費等を受けて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　いる　・　いない　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（「いる」の場合はその助成金等の名称を記載してください。）
（3）出向労働者の出向開始日の前日から起算して３年前の日から、当該出向開始日の前日までの間のいずれかの日において、出向労働者と当該出向労働者を受け入れる事業所が雇用、出向、派遣、請負又は委任の関係にあったことが　　　　　　（　ある　・　ない　）
（4）出向労働者が出向先事業所で従事した業務が、裏面11のイからニのいずれかに該当する業務である　　　（　はい　・　いいえ　）
（5）上記出向労働者の受入に関し、次のいずれかの事項に該当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　する　・　しない　）
（該当する事項がある場合には、その事項に○をして下さい。）

　①雇用調整、経営指導・技術指導又は人事交流を目的として行う出向である。

　②出向労働者を交換しあう出向である。

　③出向元事業主とは資本的・経済的・組織的な関連性がある。
　上記の出向は、出向の実施に関する契約の定めるところによったものであり、また、その他本証明書に記載した内容に誤りが

ないことを証明します。
　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出向先事業所の事業主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主が法人である場合は、主たる事業所の所在地、法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び代表者の氏名を記載すること。
【記入要領】
１　①欄には、出向元事業主が既に出向実施計画（変更）届別紙により届け出た出向の出向労働者について記載してください。また、「No.」欄に記載する番号は、様式第５号(3) 対象労働者別支給額算定調書の１⑧欄の番号と一致させてください。
２　出向先事業所の事業主が出向元事業所の事業主に出向労働者の賃金について補助していない場合（出向実施計画（変更）届別紙①（６）欄の賃金類型がA型、B型、E型及びF型の場合）は、出向の実施内容は、①出向労働者氏名、②出向開始年月日及び③出向終了年月日を記載し、④から⑦の記載は要しません。
３　④欄には、出向元事業所の事業主が支給対象期間の初日から末日までの間における出向労働者の賃金として、支給対象期間の初日から支給申請の日までの間に支払った額を記載してください。
４　⑤欄及び⑦欄には、④のうち出向先事業所の事業主が補助した額及びその補助年月日を記載してください。
５　⑥欄には、④のうち出向元事業所の事業主が負担した額を記載してください。
６　④欄、⑤欄及び⑥欄の合計欄には、それぞれ合計額を記載してください。続紙がある場合は、続紙を含めた合計額を記載してください。

７　出向労働者が５人を超える場合は、続紙を使用してください。
８ 　(1)欄には、出向労働者の出向開始日から起算して６か月前の日から支給対象期間の末日までの間に、出向労働者の受入れに際して、自ら雇用する雇用保険被保険者を事業主都合による解雇等（退職勧奨を含む）を行ったことがあるかについて、「有」又は「無」のどちらかに「○」を付けてください。「有」の場合は、本助成金の支給を受けることはできません。

なお、「解雇等」とは、労働者の責めに帰すべき理由による解雇、天災その他やむを得ない理由により事業の継続が不可能となったことによる解雇以外の解雇に勧奨退職等を加えたものであって、雇用保険被保険者資格喪失の確認の際に喪失原因が「３」と判断されるものをいいます。
９　(2)欄には、出向先事業所において、支給対象期中に、自ら雇用する雇用保険被保険者について、
・産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース、雇用維持支援コース（出向元事業主の場合に限る）、災害特例人材確保支援コース（出向元事業主の場合に限る））、雇用調整助成金または通年雇用助成金（事業所内就業及び事業所外就業、休業、職業訓練）を受けていたか否か、もしくは申請する予定があるかどうか

・本助成金以外で国・地方公共団体からの補助金や委託費等を受けていたか否か、もしくは申請する予定があるかどうか

について、「いる」又は「いない」のどちらかに「○」を付けてください。「いる」の場合は受給している（申請を予定している）助成金、補助金、委託費等の具体的な名称を記入してください。なお、欄に記入しきれない場合は、別紙（様式任意）にまとめてください。
10　(3)欄には、出向予定労働者の出向開始日の前日から起算して３年前の日から、出向開始日までの間のいずれかの日において、出向労働者と当該出向労働者を受け入れた事業所が雇用、出向、派遣、請負又は委任の関係にあったことがあるかについて、「有」又は「無」のどちらかに「○」を付けてください。「有」の場合は、本助成金の支給を受けることはできません。
11　(4)欄には、出向労働者の従事する業務が次のイからニのいずれかに該当する業務（労働者派遣事業関係業務取扱要領第２の１で定められた労働者派遣事業における適用除外業務）であるかについて、「はい」又は「いいえ」のどちらかに「○」を付けてください。「はい」の場合は、出向元事業主は本助成金の支給を受けることはできません。
  　　　　イ　港湾運送業務（港湾労働法（昭和63年法律第40号）第２条第２号に規定する港湾運送の業務及び同条第１号に規定する港湾以外の港湾において行われる当該業務に相当する業務として政令で定める業務をいう。）
ロ　建設業務（土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体の作業又はこれらの準備の作業に係る業務をいう。）

　　　　　ハ　警備業法（昭和47年法律第117号）第２条第１項各号に掲げる業務

  　 ニ　医療関係業務（労働者派遣事業関係業務取扱要領第２の２(５)イで定められた業務）
【提出に当たっての注意事項】
この様式は、産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）の支給申請を行う際に、実施した出向に関して、出向先事業主が作成するものです。出向元事業主は、支給申請の際に、出向先事業主ごとに作成したこの様式を支給申請書に添えて提出する必要があります。
